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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、JAによる青果物の戦略的営業活動モデルを明らかにすることである。青果
物の営業活動では、ターゲット顧客、産地内の資源の量・質を見極め、直接販売の構築を行うことが重要となる。また
、顧客への営業では、「店頭へのプッシュ営業」のみならず、「店外でのプル営業」と連動することで、その効果が期
待される。一方、先進的な県域組織では、その営業活動の優位性が確認されることから、両者の連携、棲み分けに注意
が必要となる。
なお、本研究で得られた成果は、フードシステムのバリュー、サプライ双方のチェーンを融合化するものである。そし
てそのための重要な役割を「営業活動」が担っていることを実証的に示した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to clarify the strategic marketing activity models of
 fruits and vegetables.Marketing of fruits and vegetables in the resources to target customers and product
ion in quantity and quality to identify and develop direct marketing becomes important.Also,Marketing to c
ustomers,coupled with the push sales to retail stores and pull sales at stores outside,its effect is expec
ted.On the other hand, important partnerships and advanced Prefecture organization unification.
Results obtained in the present study,with fusion of the value and supply chain in the food system,marketi
ng activities plays an important role.

研究分野：

科研費の分科・細目：

農学

キーワード： マーケティング　営業　JA　農産物　戦略　組織再編

農業経済学



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
川下主導型の流通システムが進展してい

る今日、青果物を販売する農業協同組合（以
下、JA）においてもチェーン化された小売店
や外食店等への販売対応が求められている。
そうした中で、一般企業と同じように、いわ
ゆる「営業」活動の必要性と重要性が高まっ
ている。 
しかし、多くの JA においては、卸売市場

での委託販売に依存してきたために、川下企
業への直接販売の経験もノウハウもほとん
ど有していないのが現状である。また、協同
組合という組織形態にともなう組合員の一
律平等的な取扱い、などの問題もある。こう
した制約のもとで、JA による青果物の直販事
業とこれにともなう営業活動は、手探りの状
態にある。 
なお、研究面でも一般経営学におけるマー

ケティング分野での営業研究はあるものの、
農産物、その営業主体である JA を取り扱っ
た研究は展開されてはいない。 
 
２．研究の目的 
 そこで本研究は、わが国における青果物販
売の主要な担い手である JA を対象にして、
戦略的に営業活動を展開するための管理論
を明らかにすることを目的とする。 
 とくにその際、以下の 2点について重視す
る。１つは、顧客企業（小売店や外食店）の
仕入れ行動なり評価の視点を取り入れるこ
とである。そしてもう１つは、JA における青
果物を対象とした営業活動のモデル提示を
行うことである。 
 
３．研究の方法 
 以下の諸点から課題にアプローチする。 
（1）JA の営業活動のあり方に直接・間接的
に影響を及ぼす要因である、顧客企業（小売
店や外食店）のバイヤー（仕入れ担当者）の
仕入れ行動や JA の営業についての評価を、
主にヒアリング調査により明らかにする。 
 
（2）商品や産地特性、さらには組織の異な
る様々な JA の営業活動を分析し、青果物営
業の特徴を整理する。具体的な方法としては、
アンケート調査とヒアリング調査によりア
プローチする。 
 
（3）上記（1）（2）を踏まえて踏まえ、青果
物を対象とした JA における営業モデルの提
示を行う。 
 
４．研究成果 
（1）小売店、外食店における青果物の仕入
れ行動、さらには JA における営業活動その
ものの評価については、以下の諸点が明らか
になった。 
 1、顧客企業のバイヤーは、JA の営業担当
者に対し、単なる営業窓口としての業務だけ
ではなく、技術、生産者への指導、組織体制

のあり方をまでを求めて（重視して）いる。 
2、そして、JA の営業担当者には、商品紹

介や価格交渉のみならず、様々な提案活動
（例えば、物流体制など）を求めていること
が明らかになった。 
 3、また、とりわけ外食店においては、従
来のバイヤーが担う機能に変化が生じてい
ることが明らかになった。具体的には、成熟
市場下における差別化戦略としての青果物
利用がなされるなかで、仕入れ担当者と調
理・製造部門との連携（紐帯）の強弱が、青
果物の仕入れ行動（交渉先）にも変化をもた
らし、JA の営業活動にも大きな影響を与える
ようになってきている。 
 
（2）[単協]における青果物の営業活動につ
いては、以下の点が明らかになった。 
 1、営業活動の展開に関しては、JA 全体と
しての経営戦略、販売事業戦略に基づいて行
われることが重要である（戦略と営業との整
合性）。 
 2、青果物における営業は、いわゆる「生
産財営業」に近い特性を持つことが確認され
た。したがって、顧客企業（小売店や外食店
等）との長期的な取引関係の維持に配慮した
営業行動がとられることになる。 
 3、JA の青果物の営業活動では、「対外営業」
のみならず、「対内営業」がとりわけ重要と
なり、両者の連携を図るための営農指導員の
役割が大きいことが明らかになった（図 1）。 
 なお「対内営業」については、一般企業や
大規模農業法人などと比べ、JA（単協）にお
いてはその重要性と困難さが高まることに、
その固有の特徴がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 「営業」の範囲―「販売」との違い― 

 
一方、[県域組織（全農県本部、経済連）]

における営業活動では、以下の点が明らかに
なった。 
1、従来の系統販売のもとでの県域組織に

よる営業活動は、卸売市場を対象としたもの
にとどまっていた。しかし、小売店や外食店
との直接取引の拡大にともない、「店頭プッ
シュ」（顧客企業向けの営業）と「店外プル」
（最終消費者向けの営業）といった活動が実
施されるようになってきている。そしてその
両者を連動させた場合において（図 2）、営業



効果がとくに高まる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 「店外プッシュ」と「店外プル」の連動 

 
2、また、先進的な営業活動を行っている

事例では、JA組合員以外の農業法人や顧客と
の関係性構築において、取扱商品の広さや
個々の商品のロットの大きさ、さらには周年
供給や物流体制などの面において、その優位
性を確認することができた。 
 

（3）以上をまとめ、JA における営業モデル
を以下のように提示した（図 3）。横軸は、「顧
客適応」の高低を、縦軸には「（産地内の）
生産組織の編成・再編の実施」の高低、をそ
れぞれとったものである。これによれば、業
務用においては、顧客適応度が高く、従来の
標準品としての卸売市場向けの商品づくり
とは異なる対応が求められることから、生産
組織の編成や再編が求められることになる。
それに対して卸売市場向け商品と同じ家庭
用商品ではあるが、小売業の PB 商品におい
ては、業務用ほどではなくとも取引先固有の
顧客適応が求められることになり、一定の生
産組織の編成や再編が求められる。 
図中の【A】の領域では、消費地に近い産

地（JA）などが中心的に該当する。【B】の領
域は遠隔地域で、かつ伝統的な産地（生産部
会などが強い産地）などが該当する。そして
【C】の領域は、歴史の浅い新興産地などが
該当する。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 顧客適応と生産の関係 

 つまり、JAにおいては、ターゲットとする
顧客（横軸）と、産地内の資源の量・質（縦
軸）を見極め、直接販売の構築（組み合わせ）
を行うことが肝要となる。 
 また、対外外的な営業では、「店頭プッシ
ュ」（顧客企業向けの営業）のみならず、「店
外プル」（最終消費者向けの営業）と連動さ
せることで、その効果（取引関係の継続）が
期待される。 
 一方、先進的な県域組織（全農県本部、経
済連）においては、その優位性を発揮するこ
とも確認されており、両者（単協と県域組織）
が有する機能の連携、棲み分けに注意するこ
とが必要となる。 
 以上、本研究で得られた成果は、JA におけ
る青果物を対象とした営業活動の新たな方
向性を示すとともに、フードシステムにおけ
るバリューチェーンとサプライチェーン、そ
の双方の融合化を農業サイド主導（産地や JA
主導）で図るものである。そしてそのための
重要な役割を、「営業活動」が担っているこ
とを実証的に示唆するものである。 
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